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別記団体 ご担当者 殿

国 土 交 通 省 海 事 局

安全政策課危機管理室

新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の発出及び新型コロナウイ

ルス感染症対策の基本的対処方針の変更を受けた、感染拡大の防止、

事業の継続等について（依頼）

３月18日に新型コロナウイルス感染症対策本部が開催され（、１月７日、同月

13日、２月２日、同月26日及び３月５日に同本部において変更された）新型イン

フルエンザ等対策特別措置法に基づく基本的対処方針が変更されるとともに、同

本部の本部長である内閣総理大臣より、新型インフルエンザ等対策特別措置法第

32条第３項の規定に基づき、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の１都３県（以

下「特定都道府県」という。）に発出されていた緊急事態宣言の解除が決定されま

した。（別添１別紙１）

これを受け、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室より、別添１及び

別添２のとおり事務連絡による依頼がありました。

基本的対処方針では、緊急事態措置区域から除外された都道府県においては、

「対策の緩和については段階的に行い、必要な対策はステージⅡ相当以下に下が

るまで続ける」こととしており、当該都道府県における出勤回避の取組について、

「職場への出勤等については、当面、「出勤者数の７割削減」を目指し、在宅勤務

（テレワーク）や、出勤が必要となる職場でもローテーション勤務等を強力に推

進」することとされています。（別添２）

こうした趣旨を踏まえ、当該都道府県においては、テレワーク、時差出勤、自

転車通勤等、人との接触を低減する取組を引き続き継続して頂けますよう、よろ

しくお願いいたします。



貴団体等におかれましては、これまでも新型コロナウイルス感染症の感染拡大

の防止にご協力頂いているところですが、別添を含む本内容について、傘下事業

者等に周知頂き、引き続き感染防止に万全を期すとともに、事業継続が可能な体

制の整備等に適切に対応いただきますようお願い申し上げます。

別添１ 内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室事務連絡

「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の終了について」

別添２ 内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室事務連絡

「テレワーク等の推進について」
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【別記】

一般社団法人 日本船主協会

一般社団法人 日本外航客船協会

一般社団法人 日本旅客船協会

一般社団法人 日本長距離フェリー協会

日本内航海運組合総連合会

外国船舶協会

外航船舶代理店業協会

日本船舶代理店協会

一般社団法人 日本造船工業会

一般社団法人 日本造船協力事業者団体連合会

一般社団法人 日本中小型造船工業会

一般社団法人 日本舶用工業会

一般社団法人 日本マリン事業協会

一般財団法人 舟艇協会

一般財団法人 日本造船技術センター

公益財団法人 マリンスポーツ財団

一般財団法人 日本海洋レジャー安全・振興協会

一般財団法人 沿岸技術研究センター

公益財団法人 日本適合性認定協会

日中国際フェリー株式会社

有限会社 沖縄シップスエージェンシー

有限会社 陸通

一般社団法人 日本船舶電装協会

一般社団法人 日本舶用機関整備協会

一般社団法人 日本船舶品質管理協会

公益財団法人 東京エムオウユウ事務局

一般財団法人 日本海事協会

一般財団法人 日本舶用品検定協会

日本小型船舶検査機構

アメリカン・ビューロー・オブ・シッピング

ＤＮＶ ＧＬ ＡＳ

ロイドレジスター・グループリミテッド

ＣＣＳ

韓国船級協会

一般社団法人 大日本水産会

一般財団法人 日本船舶技術研究協会



一般社団法人 全国モーターボート競走施行者協議会

一般財団法人 日本モーターボート競走会

公益社団法人 日本モーターボート選手会

一般社団法人 全国モーターボート競走施設所有者協議会

一般社団法人 全国ボートピア施設所有者協議会

公益財団法人 日本財団

公益財団法人 ブルーシー・アンド・グリーンランド財団

公益財団法人 日本海事科学振興財団

一般財団法人 日本船渠長協会

一般社団法人 日本船長協会

一般社団法人 全日本船舶職員協会

一般財団法人 海洋育英社

一般社団法人 海洋会

一般社団法人 日本船舶機関士協会

公益財団法人 海技教育財団

独立行政法人 海技教育機構

日本水先人会連合会

一般財団法人 海技振興センター

公益財団法人 海技資格協力センター

一般財団法人 日本船舶職員養成協会

公益社団法人 日本海員掖済会

一般財団法人 日本船員厚生協会

公益財団法人 日本船員雇用促進センター

公益財団法人 日本船員福利厚生基金財団

一般財団法人 全日本海員福祉センター

公益財団法人 日本殉職船員顕彰会

一般社団法人 外航船員医療事業団

船員災害防止協会

一般社団法人 日本海事代理士会


